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代表者名 取締役社長 西川廣人 

(コード番号 7201 東証第 1部) 
問合せ先 IR部 常務執行役員 田川丈二 

(TEL 045-523-5523) 

完成検査における抜取検査の不適切な取扱いへの対応等について 

当社は、本日、「完成検査における抜取検査の不適切な取扱いへの対応等について」のプレスリリースを

発表いたしました。詳細は、別添プレスリリースをご覧ください。 

以 上 
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2018 年 9 月 26 日 

日産自動車株式会社 

 

 

 

完成検査における抜取検査の不適切な取扱いへの対応等について 

 

日産自動車株式会社（本社：神奈川県横浜市西区、社長：西川廣人）は、完成

検査における抜取検査の不適切な取扱いについての詳細調査結果についてとり

まとめ、本日、国土交通省に報告いたしました。 

 

当社は、完成検査の燃費・排出ガス抜取検査において（１）試験環境を逸脱し

た排出ガス・燃費測定試験の実施、（２）測定値書き換えによる検査報告書作

成、といった不適切な行為があったことを社内自主点検によって把握し、本年

7月 9日、国土交通省にその概要について報告いたしましたが、同省より完成

検査における不適切な取扱いへの対応等について、万全の調査態勢を構築した

上で、新規判明事実に関し徹底調査するとともに、他に完成検査に係る不適切

事案がないかどうかについても引き続き総点検を進め、その結果に基づき再発

防止策を検討の上、報告するよう指示を受け、本日報告をいたしました。 

 

事実関係やその原因等の調査にあたっては、一連の社内調査に加え、外部の第

三者である西村あさひ法律事務所に委託しました。 

 

本日提出した報告書は、西村あさひ法律事務所による第三者調査の結果、並び

にそれに基づく原因・背景についての分析及び再発防止策の提言を踏まえ、並

行して実施した当社独自の特別監査の結果を考慮したうえで、当社としての事

実認識及び再発防止策を取りまとめたものです。 

 

今回の事案に関する調査結果及び当社としての認識、並びに再発防止策の概要

は下記の通りです。 
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記 

 

・ 完成検査における不適切な抜取り検査の調査結果 

 

1) 燃費・排出ガス抜取検査の概要 

・ 本年 7 月 9 日に発表した通り、九州工場を除く、日産の全車両製造

工場において、国内向け型式指定自動車の燃費及び排ガス検査を行

う際に、測定値の書き換え及び測定条件の書き換え・逸脱といった

不適切な検査が行われていました。（具体的な事例に関しては添付別

紙参照方） 

 

・ 検証が完了していなかった GT-R についても 8 月末までに N 数を増

加させて追加測定を実施した結果、諸元値の担保を確認するに至り

ました。これにより全ての車種において燃費及び排ガスの諸元値に

ついて担保できていることを確認致しました。 

 

・ 7 月 9 日に発表した不適切な燃費・排ガス抜取検査が行われた台数

は、1,171 台でしたが、詳細調査の結果、1,205 台となりました。（デ

ータ重複、無効データの追加、計算ミスなどによる） 

 

2) 精密車両測定検査の概要 

・ 燃費・排出ガス抜取検査以外の自動車の構造、装置及び性能に関す

る一連の抜取検査である精密車両測定検査において、測定値の書き

換え、試験条件の書き換え・逸脱及び一部検査項目の不実施の証言

がヒアリング調査によって確認されました。これを受けて、当社に

おいて事実確認を行い、一部不適切な検査が行われていた車両の品

質確認結果については、何れも保安基準又は検査規格に適合してい

ることを確認しました。 

 

 

 

  



3 
 

 

各事案の概要は以下の通りです。 

 

① 試験の不実施  

 

ｱ. ブレーキ液残量警告灯 

追浜工場、日車湘南、日車京都において、生産されている車両を実

際に確認し、当時の 1 人体制ではリザーバータンクからブレーキ液

を抜くことが難しいことが判明しました。抜取検査での検査規格は

ブレーキ液面が MIN のラインよりも下回った際に、警告灯が点灯す

ることを確認するものです。全数検査における球切れ及び装置の抜

取検査における残留液量検査では問題は検出されておらず、ブレー

キ液残量警告灯の作動及び点灯ともに正常に機能していると考えら

れます。 

 

② 試験の一部不実施 

 

ｱ. 車外騒音 

日車京都において、車両の輸送記録及び検査報告書を照合した結果、

輸送記録と一致しないものもあり、一部の車両において、騒音検査

が不実施でした。複数の現在生産車で車外騒音測定を基準書に則っ

た方法で実施したところ、何れの車両も定常走行騒音・加速走行騒

音ともに全て保安基準を満足していることを確認しました。 

 

ｲ. 最大安定傾斜角度 

日車京都で確認を行った結果、抜取検査の対象車両を検査のために

確保する計画ができていませんでした。複数の現在生産車で検査規

格に定めた方法で最大安定傾斜角度を測定したところ、全て保安基

準を満足していることを確認しました。 

 

③ 測定値の書換え 

 

ｱ. トーイン、キャンバ及びキャスタ 

日車九州、追浜工場において、トーインの測定値が規格値を超過し

た場合、サイドスリップの測定値が検査規格を満たしていることを

確認した上で、トーインの測定値を検査規格の上限値又は下限値
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(1.0mm 又は-1.0mm)に書き換えた事例が確認されました。 

また上記と類似の事例として、日車九州においてキャンバ、日車京

都においてキャスタの実測値が検査規格を逸脱した場合に、検査規

格を満たすように実測値を書き換える事例が確認されました。 

 

当該車両製造工場で、トーインの測定において設計図面に合わせた

調整値が加味されていなかったことがわかり、当該調整値をアライ

メントテスターに反映しました。アラインメントテスターの調整後、

複数の現在生産車で検査規格に定めた方法でトーインを測定したと

ころ、測定値が規格値を逸脱しなくなりました。 

 

なお、トーインは保安基準に含まれず、ホイールアライメントの周

辺で保安基準に定められていたるのはサイドスリップのみですが、

サイドスリップは全数検査をしており、全て検査規格及び保安基準

を満足していることを確認しています。また、キャンバやキャスタ

においても同様です。 

 

ｲ. 前照灯の照射方向 

日車湘南、日車京都において、前照灯の照射方向が検査規格を逸脱

した場合、検査規格に収まるよう前照灯の照射方向を調整した上で

再測定し、再測定後の数値を検査結果とする証言がありました。 

 

当該車両工場で確認を行ったところ、2016 年 3 月に検査規格が改訂

されており、それ以降、検査規格を逸脱した事例はありません。前

照灯の照射方向は全数検査にて検査されており、また当該車両工場

で複数の現在生産車で検査規格に定めた方法で測ったところ、全て

検査規格を満足することを確認しました。 

 

ｳ. 全幅 

追浜工場、日車湘南及び日車京都において、主要諸元の一つである

全幅について、検査規格を逸脱した場合に、法令の規制を逸脱して

いないことを確認の上、測定値を検査規格内の数値に書き換えたと

いう証言がありました。 

 

当該車両製造工場で確認を行ったところ、社内基準である検査規格

を逸脱した場合においても、法規制値は満足していました (検査規
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格＜法規制値)。複数の現在生産車で検査規格に定めた方法で測定を

行った結果、全て検査規格を満足していることを確認しました。 

 

ｴ. 警音器の音量 

日車湘南において、警音器の音量について、検査規格を 1dB 程度逸

脱した場合に、保安基準を逸脱していないことを確認の上、測定値

を書き換えたとの証言がありました。 

当該車両製造工場で確認を行ったところ、社内基準である検査規格

を逸脱した場合においても、法規制値は満足していました。 (検査

規格＜法規制値)。複数の現在生産車で検査規格に定めた方法で測定

を行った結果、全て検査規格を満足していることを確認しました。 

 

ｵ. ハンドルの最大回転数 

日車京都において、ハンドルの最大回転数につき、検査規格を逸脱

した場合に、測定値を検査規格内の数値に置き換えていた事例が確

認されました。 

なお、ハンドル最大回転数は、タイヤ切れ角測定に影響するもので

すが、タイヤ切れ角測定については、全数検査にて検査されていま

す。 

 

ｶ. ブレーキペダルの踏み代・駐車ブレーキの引き代 

追浜工場において、ブレーキペダルの踏み代の検査等複数の検査項

目について、検査規格の数値自体に誤りがあったという事例が確認

されました。このうち、ブレーキペダルの踏み代の検査については、

測定値が検査規格を逸脱した場合は、測定値を検査規格内の数値に

書き換えていました。 

ブレーキペダルの踏み代は、検査規格に誤りがあったため、正しい

数値に修正しました。また、検査結果の記録用紙に印字された検査

規格も誤った数値が印字されていたので、併せて修正しました。 

複数の現在生産車で検査規格に定めた方法でブレーキペダルの踏み

代を測定したところ、全て検査規格を満足することを確認しました。 

 

また、駐車ブレーキの引き代については、検査結果の記録用紙に印

字された検査規格の欄に、検査規格とは異なる数値が印字されてい

たので、正しい検査規格に修正しました。 

複数の現在生産車で検査規格に定めた方法で駐車ブレーキの引き代
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を測定したところ、全て社内基準である検査規格を満足することを

確認しました。 

 

④ 試験条件の書換え・逸脱 

 

ｱ. 車外騒音 

追浜工場、日車九州において、自動車の車外騒音の測定条件につい

ては、業務処理基準書において、騒音の測定は、風速が 5m/s 以下の

ときに行うとされていますが、風速がこれを超えている場合であっ

ても検査を実施し、測定記録用紙には風速 5m/s を超えない数値を記

載する事例が確認されました。 

また、日車湘南において、乾燥路面での測定が規定されているとこ

ろ小雨でも測定して測定記録用紙にはくもりと記載したとの証言が

ありました。 

当該車両製造工場の複数の現在生産車で検査規格に定めた車外騒音

検査を行ったところ、何れも定常走行騒音・加速走行騒音の全て保

安基準を満足することを確認しました。 

 

ｲ. 重量測定 

日車京都で確認をしたところ、定常の抜取検査においては、規程ど

おりガソリンを充填して重量を測定していたが、社内における品質

確認用 (抜取検査ではない) の重量測定において、ガソリンを充填

せずに測定を行ったとの証言がありました。 

複数の現在生産車で検査規格に定めた重量測定を行ったところ、何

れも検査規格を満足することを確認しました。 

 

・ 問題の背景及び原因 

 

 日産の車両製造工場において、不適切な抜取検査が行われた背景及び原因と

しては、以下の事情が存在するものと考えられます。 

 

1) 完成検査員の規範意識の鈍麻 

・ 不適切な抜取検査を行った完成検査員は、自らの行為が業務処理基

準書等、抜取検査に関する規範に違反することを認識しつつ、測定

値の書き換え等の行為に及んでいました。 

・ 抜取検査は定めた方式で実施が必要であり、また統計的判断を前提
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としているのに対して、不適切な抜取検査を行った検査員は、業務

の意味・目的に対して十分な理解をしていませんでした。 

 

2) 現場管理の不在 

・ 第一義的に現場の完成検査員を管理・監督するべき立場にあるはず

の工長が、抜取検査の実務を経験したことがなく、そもそも、完成

検査員が行う抜取検査の内容を理解していませんでした。工長は、

自ら抜取検査の知見を身につけ現場を管理・監督するのではなく、

抜取検査の実施を現場の完成検査員に委ねており、工長による現場

の管理が遂行できているとは言えない状況でした。 

・ 検査結果が NG になった場合、実施すべき検証や設計・メーカーとの

調整をかつて行っていた技術員がいなくなり、同業務を検査員本人

に委ねられたことから、その業務を回避していました。 

 

3) 完成検査員に対する不十分な教育 

・ 抜取検査を行う完成検査員は、抜取検査の意義やその背景にある考

え方に関して十分な教育を受ける機会がありませんでした。 

事例１：Xbar-R 管理線は本来変更する前提であることや、希釈空

気濃度がマイナスになった場合はゼロとみなすことを知

らず、書き換えを行った検査員がいました。 

事例２：検査規格や保安基準は守られているため、トレースエラー

等の逸脱を一定程度正当化していました。抜取検査の意

義を正確に理解していれば正当化できないことは明らか

です。 

事例３：日産が定めた手続に沿って検査を実施しなければ法令に

従った完成検査を実施したことにはならないことを理解

していませんでした。 

・ 教育は OJT に委ねていたが適切に機能していませんでした。工長も

十分な知識・経験を有しておらず、検査員は先輩から不適切な方法

を伝授されていました。 

 

4) 完成検査員の人員不足 

・ 抜取検査を行う完成検査員の人員数は、担う業務の内容に鑑みれば、

必ずしも十分なものとはいえませんでした。 

・ 抜取検査において、NG が発生しないことを前提とした所要の算出、

仮に NG が出れば検査員に想定外の負荷がかかる状況となっていま
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した。 

・ 一部車両製造工場を除き、新規配属者を教育する人員を確保してお

らず、余裕を持った人材育成ができていませんでした。 

 

5) 不十分な設備 

・ 一部工場で燃費・排ガス検査に使用する設備に不具合があり、試験

条件等を整えるのが容易ではありませんでした。 

・ 各車両製造工場内に検査に必要な試験設備が無く、各車両製造工場

間で共有をしていたことから試験条件が容易に整えられない状況が

生じていました。 

 

6) 車両製造工場管理の在り方 

・ 生産性向上など目標を達成するために、NG発生を前提としない配置・

技術員不在・育成の為の人員・適切な知識や経験を有する管理層の

不在など、車両製造工場が健全に維持・発展するための不可欠な要

素が揃っている状況ではありませんでした。 

 

7) 車両製造工場のマネージメント層の在り方 

・ 工場において将来を見越した人材育成が必ずしもできていませんで

した。車両製造工場のマネージメント層が、実効性のある現場管理

の為の人材育成・配置を怠っていました。また、検査員の後継育成

が不十分で固定化が進み不正が発生しやすい職場を作り出す結果と

なりました。 

・ 車両製造工場のマネージメント層が抜取検査の現場と十分なコミュ

ニケーションが取れておらず、不適切な検査行為の実態を把握でき

ていないことが要因となりました。完検問題の調査報告にて管理者

層と現場との間に多くの壁があると指摘しましたが、抜取検査の検

査員と現場の係長及び工長といった監督者との間にも壁がありまし

た。 

・ 工長及び係長による監督が実効的でなく、コミュニケーションが不

十分で現場のリスクが把握できていませんでした。また、再検査等

が必要な状況を想定してない人員配置も現場を正確に理解・把握で

きていませんでした。 

 

8) 日産のコンプライアンス体制の不十分さ 

・ 日産において以下の取組がなされておらず、コンプライアンス体制
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構築が不十分でした。 

 マネージメント層においてコンプライアンス遵守に向けた強

い姿勢の明示及び、従業員が業務意義・目的を正確に把握して

業務に取り組めるような普段の教育訓練が不十分でした。 

 現場管理者層が現場の問題を正確に把握し、マネージメント層

と共有する仕組みが不十分でした。 

 業務に内在するリスクを正確に把握し、リスクに応じた管理体

制の構築ができていませんでした。 

 

9) 不合理な検査規格 

・ 一部の不合理な検査規格が、書き換え等の不適切検査を引き起こす

一因となりました。（例：トーイン調整等）。 

・ 抜取検査担当技術員の減少により、設計部門などに対して、検査規

格時策定時や量産開始後の検査規格の妥当性についてフィードバッ

クが優先されませんでした。 

 

10) 完成検査軽視の風潮 

・ 車両製造工場において、計画通りの生産出荷が優先され、完成検査

が軽視されていました。 

・ 再検査による出荷の遅延、及び原因究明による製造工程への負担を

懸念する風潮がありました。 
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・ 再発防止策について 

 

当社は、2017 年 9 月に発覚した不適切な完成検査の実施を受け、53 件の再

発防止策を策定し、新たに見つかった課題については、逐次追加しながら、

現在 58 件の再発防止策に取り組んでいますが、その多くは、テスターライ

ンでの全数検査工程を主眼においた対策となっていたこともあり、完成検査

の他の工程における不適切行為の防止に十分機能したとは言えませんでし

た。 

一方、コンプライアンスの徹底及び現場実態の把握における改善はまだまだ

道半ばであり、現場実態の把握や現場が声をあげられるようにするために、

阻害要因の排除及び後押しする仕組み作りを行う必要があると考えており、

これらを踏まえ、抜取検査固有の対策を策定するとともに、昨年来取り組ん

できた再発防止策の見直しを行います。 

 

＜抜取検査における不適切行為を受けた再発防止策＞ 

  

① 緊急措置 

・ 抜取検査工程に監督・管理者の立ち会いをつける 

・ 抜取検査工程における完成検査員の配置換え及び増員 

・ 排出ガス測定装置のプログラムのデータの書き換えができないよう

に修正 

・ 排出ガス測定に係る不明瞭な基準の改訂 

 

② 抜取検査体制 

・ 抜取検査体制の見直し 

・ 抜取検査の監督・管理者及び技術員の育成 

 

③ 抜取検査のオペレーションの修正 

・ 作業観察の徹底 

・ 抜取検査の業務手順の再確認・整備 

 

④ 抜取検査の検査装置・設備の整備 

・ 排出ガス測定において試験条件を逸脱したデータを自動的に無効化 

・ 排出ガスの測定結果、試験条件、及び走行データを保存・管理 

・ 排出ガス測定装置の最適化及び試験環境の整備 

・ 抜取検査における計測の自動化検討 



11 
 

⑤ 抜取検査における完成検査員の人員管理 

・ 抜取検査における完成検査員の育成計画策定 

・ 抜取検査の人員管理に係る基準書の改訂 

・ 抜取検査の完成検査員を増員 

 

⑥ モニタリング・監査 

・ 抜取検査におけるモニタリング計画策定及び基準書の改訂 

・ 抜取検査工程の監査強化 

 

⑦ 抜取検査における完成検査員の任命・教育 

・ 抜取検査の技能習熟を定義（ILU 基準） 

・ 任命教育における法令・社内規定に関する追加教育の検討及び教育

内容の見直し 

 

⑧ 関連法令・社内規定等の社内教育 

・ 完成検査の理解を正すための教育 

・ CS マインド教育 

 

⑨ コンプライアンスの徹底 

・ 工場内緊急職場点検の実施 

・ 工場内ルールの総点検 

・ 生産部門を対象としたコンプライアンスマインド教育の実施 

・ 現場におけるコンプライアンス意識の向上 

 

⑩ 現場実態の把握 

・ 現場からの問題提起をフォローする仕組み 

・ 現場の問題を議論する場の強化 

・ 品質保証部 部課長による現場把握 

 

⑪ 工場管理の在り方 

・ コンプライアンス・安全・環境等に関するコスト・投資管理の仕組

みの見直し 

 

⑫ 対策の実施及びフォロー体制について 

・ CCO を対策実施総責任者とし、関連役員が担当・統括する実施体制 

を構築 
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・ 経営会議への月次報告 

・ 内部統制委員会での定例報告事項化 

・ 国土交通省への進捗報告 

 

・ まとめ 

 

今回の不適切な抜取り検査における原因・背景を調査した結果、「会社として、

役員から管理職、工場の監督者層に至るまで、完成検査の基準・規程に反する

ことの重大性の認識が極めて薄かった」という点において、昨年の問題と根が

同じであると認識しています。特に、根幹となる完成検査制度の重要性を全社

的に徹底していく必要があること、現場と管理者層（本件においては監督者）

との距離を縮めること、管理者層による現場の十分な実態把握等、問題の本質

は変わらないと受け止めています。 

 

当社は、健全な改善意欲・目標達成意欲を奨励することはあっても、組織疲労・

疲弊を招くようなマネージメントは持続可能性を伴わないものであり、全く目

指すところでは無いと考えています。ただし、当社は、製造会社として、不断

の原価低減努力は不可欠であり、原価低減努力と本件を直接的に結び付けるべ

きではありません。一方で第三者報告書が指摘するように、コスト重視が現場

管理の不在、抜取検査現場における人員体制が十分でなかったこと等の要因の

背景であるとするならば、優先順位が正しく判断されていなかったと言え、当

時から現場実態の把握が不十分であったといわざるを得ません。この度の不適

切な抜取検査の背景にその様な実態の理解・把握不足による歪みが生じたので

あれば、経営層が主体となって実態の理解・把握に努め、改めて従業員のベク

トルを合わせていくことが必要であると認識しております。 

 

なお、昨年の完成検査問題を受け、今年 4 月に設立された日本生産事業本部

は、「日本のものづくり改革」と称して、コンプライアンス問題への対策の実

施、推進に留まらず、改善、老朽設備の刷新による信頼性向上等、日本のもの

づくりの現場の活性化やそこで働く従業員のモチベーション向上を推進する

ことで、質の高い安全・安心な車を安定的にお客さまにお届けする活動に取り

組んでいます。人的リソースへの投資等も含めた必要な投資や本件の対策の実

施についても、この活動の中で推進してまいります。 

 

更に当社は、ものづくりに直接関わる部署に限らず、法規・法令遵守に関する

仕組み・体制・プロセスの総点検を全社的な活動として徹底的に行ってまいり
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ます。法令遵守の徹底を重要な経営課題として捉え、今後もこれらの活動を通

じて問題が発見された場合には、責任を持って適切な処置を講じ、あらゆる業

務における法令遵守、コンプライアンンス意識の醸成・徹底を図ってまいる決

意です。 

 

こうした取り組みを確実に実施し、お客さまをはじめ、あらゆる関係者の皆様

からの信頼回復に努めてまいる所存です。 
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＜添付資料＞ 

・ 別紙 「ヒアリングの結果、判明した燃費・排出ガス検査の概要」 

 

＜Web 掲載資料＞ 

日産ニュースルームにて掲載しております。 
(https://newsroom.nissan-global.com/) 

・ 「完成検査における不適切な取扱いへの対応等についてのご報告」（日産自

動車作成版） 

・ 「調査報告書 （車両製造工場における不適切な抜取検査の実施について）」

（西村あさひ法律事務所作成版）  

・ 「車両製造工場における不適切な完成検査の実施について 再発防止策の

実施状況に関する報告書（第２回四半期報告）」 （日産自動車作成版） 

 
以上 
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別紙 

 

＜ヒアリングの結果、判明した燃費・排出ガス検査の状況について＞ 

 

① 燃費・排出ガス検査における測定値の書き換え 

 

・ 排出ガス検査において、検査規格(諸元値)を逸脱した測定結果が出

た場合、その逸脱の程度が著しくなく、またその変動も少なく安定

していると判断される場合には、検査規格に収まるように測定値を

修正する事例がありました。 

 

・ サーバー上に保管されている過去の排出ガス検査の結果の傾向と比

較して、測定値の方が高い場合、当該測定値を下げ、修正したとい

う事例がありました。 

 

・ 当社の社内基準（X-bar 管理図等）の管理線を逸脱し、再検査等のア

クションを取らなければならない状況となった場合、管理線の範囲

内に収まるように測定値を修正した事例がありました。 

 

・ 希釈空気がマイナスの場合、（本来はゼロとみなすことが規定されて

いるにも関わらず）プラスに書き換え、希釈空気濃度が異常値の場

合も書き換えた事例がありました。 

 

・ 排出ガスを測定した結果、希釈排出ガス中のメタン（CH4）の濃度が

全炭化水素（THC）の濃度との関係で理論上辻褄が合わない場合、メ

タン（CH4）の数値を書き換えるという事例がありました。 

 

・ 測定器の不調により、自動演算が最後までなされなかった場合、過

去のデータを参照して、適当な測定値を手動で入力する事例があり

ました。 

 

・ 国土交通省や ISO 監査において排出ガス検査に関するデータの提出

を求められた際、データ中の測定値が Xbar-R 管理図の管理線を逸脱

している場合、当該測定値を修正し、管理線に収まるように変更し

た上で提出する事例がありました。 
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② 燃費・排出ガス検査における試験条件の書換え及び基準逸脱 

 

・ 試験室内の乾球温度又は湿球温度のいずれかの値を書き換えて、Kフ

ァクターの値が基準に収まるようにしていた事例がありました。（K

ファクターとは、湿度を原因とする窒素酸化物（NOx）の測定値のブ

レを補正するために用いられるもの） 

 

・ JC08 モード法においては、試験室内の温度は 25℃±5℃、相対湿度

は、30 パーセントから 75 パーセントの範囲内であることが求めら

れていますが、温度や相対湿度が当該範囲を逸脱している場合に、

温度や相対湿度を書き換えた事例がありました。 

 

・ 分析計の校正に使うガス（CO2）の発注が遅れたため、分析計の校正

は当該ガス以外の排出物についてだけ実施したという事例がありま

した。この場合、当該ガスについて正確な測定ができないおそれが

あるため、過去のデータを参照して当該ガスの測定値を書き換えて

いました。 

 

・ JC08 モード法においては、許容される誤差を逸脱した時間が連続し

て 1.0 秒を超えることが 1 回でもあれば、試験条件を逸脱したもの

として、測定結果は有効なものとは扱われないこととなり、許容さ

れる誤差を逸脱した時間が連続して 1.0 秒を超えることがなかった

としても、約 20 分間の走行時間中、許容される誤差を逸脱した時間

の累積が合計 2.0 秒を超える場合にも、試験条件を逸脱したものと

して、測定結果は有効なものとは扱われないこととなります(トレー

スエラー)。しかし、トレースエラーが JC08 モード法において許容

される限度を超えて発生した際も、再検査をせず、当該検査結果を

正規のものとして扱うという事例がありました。 


